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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　照明ユニットと投影レンズとを含む投影露光装置を用いてマスクの少なくとも一部をフ
ォトレジストの領域上に投影することによって前記フォトレジストを露光し、それにより
構造を有する露光されたフォトレジストを形成するステップと、
　前記構造の少なくとも１つの構造特性の所定の所望の構造特性からのずれを確認するス
テップであって、この確認が、前記露光されたフォトレジストを形成するために使用され
る光視野の少なくとも１つの特性を決定することを含む、ステップと、
　前記少なくとも１つの構造特性の前記確認されたずれに基づいて前記露光されたフォト
レジストを処理し、それにより処理されたフォトレジストを形成するステップと、
　前記処理されたフォトレジストを化学的に現像するステップと、
を含む、方法。
【請求項２】
　前記少なくとも１つの構造特性が前記構造の構造サイズを含むことを特徴とする、請求
項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記露光されたフォトレジストを処理するステップが前記露光後の前記フォトレジスト
中に存在する遊離水素イオンの濃度を変更するステップを含むことを特徴とする、請求項
１または２に記載の方法。
【請求項４】
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　遊離水素イオンの前記濃度を前記変更するステップが前記フォトレジストに酸または酸
スカベンジャーを使うステップを含むことを特徴とする、請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　遊離水素イオンの前記濃度を前記変更するステップが前記投影露光装置の動作波長から
逸脱する波長を有する光を用いた前記フォトレジストの後露光を含むことを特徴とする、
請求項３または４に記載の方法。
【請求項６】
　前記フォトレジストの後露光を、マスクを使用せずに行うステップを含むことを特徴と
する、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記露光されたフォトレジストを前記処理するステップが前記構造の平均構造サイズの
１０倍よりも粗い空間分解能を用いることを含むことを特徴とする、請求項１から６まで
のいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
　前記処理されたフォトレジストを化学的に現像する間に、前記確認されたずれに応じて
温度を修正することを更に含むことを特徴とする、請求項１から７までのいずれか１項に
記載の方法。
【請求項９】
　前記少なくとも１つの構造特性のずれを前記確認するステップが、
　前記照明ユニットによる前記マスクの照明中に生成される強度分布の位置依存性測定、
　前記投影レンズの透過特性の位置依存性測定、
　前記投影レンズの透過特性の瞳依存性測定、
　前記投影レンズの透過特性の偏光依存性測定、
　光源の特性の測定、および
　前記投影露光装置内の少なくとも１つの瞳平面の前記照明の測定
からなる一群から選択される少なくとも１つを確認することを含むことを特徴とする、請
求項１から８までのいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　少なくとも１つの構造特性のずれを前記確認するステップが、
　前記照明ユニットによって前記マスクの位置に生成された強度分布、
　前記投影レンズの位置依存性透過特性、
　前記投影レンズの瞳依存性透過特性、
　前記投影レンズの偏光依存性透過特性、
　前記投影レンズの波面、および
　前記投影露光装置内の少なくとも１つの瞳平面の照明
からなる一群から選択される少なくとも１つの計算もしくはモデル化を含むことを特徴と
する、請求項１から９までのいずれか１項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記少なくとも１つの構造特性が前記構造の構造位置を含むことを特徴とする、請求項
１から１０までのいずれか１項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記露光されたフォトレジストを前記処理するステップがエッチングプロセスを行うス
テップを含むことを特徴とする、請求項１から１１までのいずれか１項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記露光されたフォトレジストを前記処理するステップが、前記フォトレジストを加熱
するステップと、前記フォトレジストの局所的な移動によって前記構造を移動させるステ
ップと、を含むことを特徴とする、請求項１から１２までのいずれか１項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記少なくとも１つの構造特性が前記構造の構造サイズを含み、
　前記露光されたフォトレジストを処理するステップが前記露光後の前記フォトレジスト
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中に存在する遊離水素イオンの濃度を変更するステップを含み、
　遊離水素イオンの前記濃度を前記変更するステップが前記投影露光装置の動作波長から
逸脱する波長を有する光を用いた前記フォトレジストの後露光を含むことを特徴とする、
請求項１に記載の方法。
【請求項１５】
　遊離水素イオンの前記濃度を前記変更するステップが前記投影露光装置の動作波長から
逸脱する波長を有する光を用いた前記フォトレジストの後露光を含むことを特徴とする、
請求項１４に記載の方法。
【請求項１６】
　遊離水素イオンの前記濃度を前記変更するステップが前記フォトレジストに酸または酸
スカベンジャーを使うステップを含むことを特徴とする、請求項１４又は１５に記載の方
法。
【請求項１７】
　照明ユニットと投影レンズとを含む投影露光装置を用いてマスクの少なくとも一部をフ
ォトレジストの領域上に投影し、それによって前記フォトレジストを露光し、構造を有す
る露光されたフォトレジストを形成するステップと、
　前記フォトレジストを露光するために使用される光視野の特性を決定するステップと、
　前記光視野の前記決定された特性を用いて前記露光されたフォトレジストの前記構造の
構造特性の所定の所望の構造特性からのずれを確認するステップと、
　前記特性の前記確認されたずれに基づいて前記露光されたフォトレジストを処理するス
テップと、
を含む、フォトレジストを処理するための方法。
【請求項１８】
　前記露光されたフォトレジストを処理した後に、前記フォトレジストを化学的に現像す
るステップを更に含む、請求項１７に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、２０１６年１０月２８日に出願された独国特許出願第１０　２０１６　２２
１　２６１．３号の優先権を主張するものである。前記独国出願の内容は、参照により本
明細書に付随的に組み込まれる。
　本発明は、微細構造化部品のマイクロリソグラフィ製造のための方法およびマイクロリ
ソグラフィ露光されたウェーハ（ｗａｆｅｒ）を後処理するための装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　マイクロリソグラフィは、例えば集積回路またはＬＣＤなどの微細構造化部品を製造す
るために使用される。マイクロリソグラフィプロセスは、照明ユニットと投影レンズとを
有するいわゆる投影露光装置において行われる。この場合、照明ユニットによって照射さ
れたマスク（＝レチクル）の像は、マスク構造を基板の感光性コーティングに転写するた
めに、投影レンズによって感光層（フォトレジスト）で被覆された基板（例えば、シリコ
ンウェーハ）上に投影され、投影レンズの像平面に配置される。
　微細構造化部品または回路を非常に正確に製造するために、可能な限り高い精度でウェ
ーハ上に構造化する目的でマイクロリソグラフィ的に生成される光視野（ｌｉｇｈｔ　ｆ
ｉｅｌｄ）を制御するための様々な手法が知られており、これには、特に照明ユニットを
できる限り安定化させることも含まれる。
　この制御および安定化は、多くの点で厳しい難題を引き起こし、特に、例えば特定の照
明設定を設定するために使用される光学部品の構成（例えば、回折光学素子、または多数
の互いに独立して調整可能なミラー要素を含むミラー配置）に関して厳しい要求がなされ
る必要がある。光視野の非常に正確な制御のためのさらなる手段は、非常に正確な均一性
の設定、およびまた電磁放射の線量安定性、ならびにまた対応する測定ユニットの提供を
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含む。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００３】
　上記の背景に対して、本発明は、微細構造化部品のマイクロリソグラフィ製造のための
方法、およびまた設備の点で複雑さの少ない微細構造化部品または回路の非常に正確な製
造を可能にするマイクロリソグラフィ露光されたウェーハを後処理するための装置を提供
することを目的とする。
　この目的は、独立請求項の特徴に従って達成される。
【０００４】
　微細構造化部品のマイクロリソグラフィ製造のための本発明による方法は、以下のステ
ップ、すなわち、
　　フォトレジストが少なくとも部分的につけられた（ａｐｐｌｉｅｄ）ウェーハを用意
するステップと、
　　結像される（ｔｏ　ｂｅ　ｉｍａｇｅｄ）構造を有するマスクを用意するステップと
、
　　照明ユニットと投影レンズとを有する投影露光装置を用意するステップと、
　　投影露光装置を用いてマスクの少なくとも一部をフォトレジストの領域上に投影する
ことによってフォトレジストを露光するステップと、
　　露光されたウェーハ上に生成された構造の少なくとも１つの構造特性の所定の所望の
構造特性からのずれ（ｄｅｖｉａｔｉｏｎ）を確認するステップであって、この確認が、
ウェーハにつけられたフォトレジストを露光するために使用される光視野の少なくとも１
つの特性を決定することによって行われる、ステップと、
　　確認されたずれに基づいてウェーハを後処理するステップと、
　　後処理されたウェーハを化学的に現像する（ｄｅｖｅｌｏｐ）ステップと、
を含む。
【０００５】
　本発明は、特に、光視野および／またはこの露光の結果としてウェーハ上に生成される
構造のずれを最初から許容することによって、ウェーハ上に生成される前記光視野の制御
および安定化に関して、マイクロリソグラフィ投影露光装置の照明ユニットおよび／また
は投影レンズにおいて実施される複雑さを軽減するという概念に基づき、前記ずれは、前
記光視野に関する、およびまた前記光視野の結果としてウェーハ上に生成される構造特性
に関して露光プロセスにおいて生じる可能性がある。この場合、本発明は、最初にこれら
の許容されるずれを確認し、この確認に基づいて露光されたウェーハまたはフォトレジス
トの適切な後処理を行うという概念をさらに含む。
　露光されたウェーハ上に生成された構造の少なくとも１つの構造特性の所定の所望の構
造特性からのずれを確認することは、ウェーハにつけられたフォトレジストを露光する光
視野の少なくとも１つの特性を決定することによって本発明に従って行われる。この場合
、本発明は、特に、ウェーハの特性を直接決定すること、またはリソグラフィプロセスで
処理されたウェーハ上で計測を行うことを含む従来の手法とは異なる。
【０００６】
　本発明によると、ずれの確認は、測定によって、設計モデルを調べることによって、ま
たは投影露光装置に関する利用可能なデータを調べることによって行うことができる。特
に、本発明によると、リソグラフィプロセス自体の間に（例えば、投影露光装置自体内で
）ウェーハを露光するために使用される（光）視野について計測を行うことが可能であり
、あるいはリソグラフィプロセスを行う前に前もって投影露光装置における計測から既に
得られている測定データの形態の、ならびに／あるいは投影露光装置および／またはモデ
ル（例えば、投影露光装置の動作中の加熱効果、いわゆる「レンズ加熱」のモデルベース
の記述のための）に関連する設計データの形態の投影露光装置に関連するデータを使用す
ることが可能である。ここでいずれの場合も、ウェーハおよび／またはフォトレジストフ
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ォトレジストが実際の露光前に呈するウェーハおよび／またはフォトレジストの特性、リ
ソグラフィプロセス中の例えば温度または気圧などの周囲パラメータ、ならびにまた使用
される光源の特性を考慮に入れることも可能である。
【０００７】
　なんらかの他のやり方で測定され、計算され、または決定される変数は、光視野の特性
に直接関連し得る。視野（ｆｉｅｌｄ）および／または瞳平面内の強度分布は、このタイ
プの例示的な変数であり、位置、方向、波長および／または偏光状態の関数としてのより
高次元の強度分布と同様に、位置および方向の関数としての４次元の強度分布である。な
んらかの他のやり方で測定され、計算され、または決定される変数は、光視野が投影露光
装置のサブシステムによってどのように変更されるかにも関連し得る。投影レンズの瞳依
存アポダイゼイションプロファイル（ｐｕｐｉｌ－ｄｅｐｅｎｄｅｎｔ　ａｐｏｄｉｚａ
ｔｉｏｎ　ｐｒｏｆｉｌｅｓ）または波面プロファイル（すなわち、基準球（ｒｅｆｅｒ
ｅｎｃｅ　ｓｐｈｅｒｅ）からの光視野の一定位相の領域のずれ）は、このタイプの例示
的な変数である。
【０００８】
　この場合、本発明は、マイクロリソグラフィ製造プロセスの過程で、ウェーハ露光中に
フォトンがフォトレジストに衝突する結果として、酸および／または遊離水素イオン（ｆ
ｒｅｅ　ｈｙｄｒｏｇｅｎ　ｉｏｎｓ）が実際に生成され、これらが究極的にフォトレジ
ストの可溶性（ｓｏｌｕｂｉｌｉｔｙ）の変化もたらすという考察から発しており、前記
変化は、フォトレジストに含まれるポリマーを切り離すことによる構造化にとって重要で
あるが、前記ポリマーの切り離しは、露光後の別のプロセスステップ、すなわちその後の
「ベーキング処理」（＝典型的には８０℃～９０℃の温度での「露光後ベーク（Ｐｏｓｔ
－Ｅｘｐｏｓｕｒｅ　Ｂａｋｅ）」）においてのみ行われる。本発明は、ウェーハの特定
の構造特性の起こり得る望ましくないずれが後処理の過程で少なくとも部分的に補償され
るという趣旨で、実際のウェーハ露光と後続のベーキングプロセスとの間の残っている期
間もウェーハの後処理に使用されるという事実によってこの状況を使用し、前記ずれが実
際のウェーハ露光の結果として生成される。
　以下でさらに詳細に説明するように、前記後処理は、例えば、追加の酸および／または
遊離水素イオンの提供、さもなければ投影露光装置の実際の動作波長から逸脱した波長で
の後露光（ｐｏｓｔ－ｅｘｐｏｓｕｒｅ）を含むことができる。
　その結果、発生する「誤差」を最初から回避する必要はなく、単に確認して（例えば、
測定または評価して）、次いで上述したようにその後補正することができるため、ウェー
ハ上に生成される光視野の制御およびまた安定化に関して、実際の露光プロセス中に照明
ユニットおよびまた投影レンズの側で実施される複雑さをしたがって著しく軽減すること
ができる。
【０００９】
　本発明による方法の本質的な利点は、ウェーハの構造特性を補正するための本発明によ
る後処理中に実行される設定が、典型的には、究極的にウェーハ上に生成される構造サイ
ズよりも著しく長い長さスケールで実施することができるという事実にある。これは、前
記構造サイズが典型的には（１０～２０）ｎｍの大きさのオーダーであるのに対して、照
明ユニットおよび／または投影レンズによってもたらされる構造特性の典型的なずれの長
さスケールは、約１ｍｍの大きさのオーダーであり、その結果、生成される誤差を測定す
るためにおよび／またはそれに影響を与えるために使用される装置も著しくより簡単にか
つよりコスト効率良く実現することができるためである。
　一実施形態によると、少なくとも１つの構造特性は、露光後に生成される構造の構造サ
イズを含む。
【００１０】
　一実施形態によると、ウェーハの後処理は、露光後にフォトレジスト中に存在する遊離
水素イオンの濃度（ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｉｏｎ）を変更するステップを含む。遊離水素
イオンの濃度の前記変更は、特に、フォトレジストに酸または酸スカベンジャー（ａｃｉ
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ｄ　ｓｃａｖｅｎｇｅｒ）を使う（ａｐｐｌｙ）ステップを含むことができる。さらに、
遊離水素イオンの濃度の変更は、投影露光装置の動作波長から逸脱する波長を有する光を
用いてフォトレジストを後露光することも含む。
　一実施形態によると、フォトレジストの後露光は、マスクを使用せずに行われる。
　一実施形態によると、ウェーハの後処理は、ウェーハ上の平均構造サイズの１０倍より
も粗い空間分解能で行われる。
　一実施形態によると、後処理されたウェーハを化学的に現像するプロセス中に設定され
る温度は、確認されたずれに応じて修正される。
【００１１】
　一実施形態によると、少なくとも１つの構造特性のずれを確認するステップは、照明ユ
ニットによるマスクの照明中に生成される強度分布の位置依存性（ｌｏｃａｔｉｏｎ－ｄ
ｅｐｅｎｄｅｎｔ）測定、投影レンズの透過特性の位置依存性測定、投影レンズの透過特
性の瞳依存性（ｐｕｐｉｌ－ｄｅｐｅｎｄｅｎｔ）測定、投影レンズの透過特性の偏光依
存性（ｐｏｌａｒｉｚａｔｉｏｎ－ｄｅｐｅｎｄｅｎｔ）測定、光源の特性の測定、およ
び／または投影露光装置内の少なくとも１つの瞳平面の照明の測定を含む。
　一実施形態によると、少なくとも１つの構造特性のずれを確認するステップは、照明ユ
ニットによってマスクの位置に生成される強度分布、投影レンズの位置依存性透過特性、
投影レンズの瞳依存性透過特性、投影レンズの偏光依存性透過特性、投影レンズの波面、
および／または投影露光装置内の少なくとも１つの瞳平面の照明の計算もしくはモデル化
を含む。
　一実施形態によると、少なくとも１つの構造特性は、露光されたウェーハ上に生成され
る構造の構造位置を含む。
　一実施形態によると、ウェーハを後処理するステップは、エッチング（ｅｔｃｈｉｎｇ
）プロセスを行うステップを含む。
　一実施形態によると、ウェーハを後処理するステップは、フォトレジストを加熱するス
テップと、フォトレジストの局所的な移動によって、露光されたウェーハ上に生成された
構造を移動させるステップと、を含む。
【００１２】
　この場合、露光されたウェーハ上に生成された構造が、例えば、原則としては既に正し
いが、依然として正しくない位置にあるというシナリオを考慮に入れることが可能である
。次いで、本発明によると、特に、ウェーハ表面に対して接線方向の力をフォトレジスト
に加えることができ、フォトレジストの流動を、例えば、フォトレジストの局所加熱（す
なわち、適切な温度プロファイルおよび／または温度勾配の設定によって実施される加熱
）、あるいは移動度の局所的な変更によって支援することができる。さらに、たとえウェ
ーハ表面に対する接線方向の明示的な外力が導入されなくても、本発明に従って生成され
る勾配、例えば温度の勾配によって好ましい方向を達成することが可能である。
【００１３】
　本発明は、マイクロリソグラフィ露光されたウェーハを後処理するための装置にさらに
関し、フォトレジストがウェーハに少なくとも部分的につけられ、装置は、現像／ベーキ
ング中にフォトレジストの可溶性を変える物質の濃度を変化させるように構成され、前記
濃度が後続のベーキングプロセス中にフォトレジスト中に存在する。前記物質は、特にポ
リマー鎖を切断するために使用される酸とすることができ、酸濃度は、ポリマー切断速度
を決定する。この場合、本発明によると（ポリマーの切断速度に関連するさらなる熱力学
パラメータ、例えば温度などとは対照的に）、濃度は、適切な空間分解能で局所的に影響
を受けることができる。
【００１４】
　この目的のために、装置は、特に、ウェーハの位置依存性露光、またはウェーハの位置
依存性化学処理のためのユニットを備えることができる。したがって、本装置によって、
酸を生成、遊離、または除去する物質を、位置に依存した強度で露光することによって、
光に基づいたやり方で活性化させることができ、あるいは例えば噴霧またはつけることに
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よって位置に依存したやり方で導入することができる。
【００１５】
　一実施形態によると、上述の変化は、５０μｍ～５ｍｍの範囲の空間波長で行われる。
これは、本発明による構造特性の補正を実施しなければならない長さスケールが、ウェー
ハまたはレジスト上の実際のリソグラフィプロセス中に行われる（ｎｍ範囲の）構造化よ
りも著しく大きいという事実を表わす。
　一実施形態によると、ウェーハを後処理するステップは、露光後のフォトレジスト中に
存在する遊離水素イオンの濃度を変更するステップを含む。
　一実施形態によると、ウェーハを後処理するステップは、エッチングプロセスを行うス
テップを含む。
　一実施形態によると、ウェーハを後処理するステップは、フォトレジストを加熱するス
テップと、フォトレジストの局所的な移動によって、露光されたウェーハ上に生成された
構造を移動させるステップと、を含む。
　本発明のさらなる構成は、説明および従属請求項から収集することができる。
　本発明は、添付図に示される例示的な実施形態に基づいて以下でより詳細に説明される
。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】露光されたウェーハ上の構造サイズの誤差を補正するための実施形態を説明する
ための概略図である。
【図２】露光されたウェーハ上の構造サイズの誤差を補正するための実施形態を説明する
ための概略図である。
【図３】露光されたウェーハ上の構造サイズの誤差を補正するための実施形態を説明する
ための概略図である。
【図４】露光されたウェーハ上の構造サイズの誤差を補正するための実施形態を説明する
ための概略図である。
【図５】露光されたウェーハ上の構造位置誤差を補正するための実施形態を説明するため
の概略図である。
【図６】露光されたウェーハ上の構造位置誤差を補正するための実施形態を説明するため
の概略図である。
【図７】露光されたウェーハ上の構造位置誤差を補正するための実施形態を説明するため
の概略図である。
【図８】露光されたウェーハ上の構造サイズ誤差を確認するための実施形態を説明するた
めの概略図である。
【図９】露光されたウェーハ上の構造サイズ誤差を確認するための実施形態を説明するた
めの概略図である。
【図１０】露光されたウェーハ上の構造サイズ誤差を確認するための実施形態を説明する
ための概略図である。
【図１１】露光されたウェーハ上の構造サイズ誤差を確認するための実施形態を説明する
ための概略図である。
【図１２】露光されたウェーハ上の構造サイズ誤差を確認するための実施形態を説明する
ための概略図である。
【図１３】露光されたウェーハ上の構造サイズ誤差を確認するための実施形態を説明する
ための概略図である。
【図１４】露光されたウェーハ上の構造サイズ誤差を確認するための実施形態を説明する
ための概略図である。
【図１５】露光されたウェーハ上の構造位置誤差を確認するための実施形態を説明するた
めの概略図である。
【図１６】露光されたウェーハ上の構造位置誤差を確認するための実施形態を説明するた
めの概略図である。
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【図１７】露光されたウェーハ上の構造位置誤差を確認するための実施形態を説明するた
めの概略図である。
【図１８】露光されたウェーハ上の構造サイズ誤差を補正するための他の実施形態を説明
するための概略図である。
【図１９】マイクロリソグラフィ投影露光装置の実施形態の概略図である。
【図２０】マイクロリソグラフィ投影露光装置の実施形態の概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　図１～図１８の概略図を参照して以下に記載される実施形態が共通に有することは、マ
イクロリソグラフィ露光されたウェーハ上に生成された構造の少なくとも１つの構造特性
に関して、それぞれの所望の値からのずれが最初に適切なやり方で確認され、その後、ウ
ェーハまたはフォトレジストの後処理の過程で、少なくとも部分的に補正されるというこ
とである。
　この場合、本発明によると、前記ずれの確認および確認されたずれの補正の両方に関す
るそれぞれの手順において、前記構造特性のタイプに関して、すなわち（ａ）構造サイズ
と（ｂ）構造位置とが区別される。
【００１８】
　この場合、「構造サイズ」とは、ウェーハ上に生成されたそれぞれの構造の空間的な範
囲または広がりを意味すると理解され、所望の値からの関連付けられたずれは、「ＣＤ」
誤差（ＣＤ＝「限界寸法（Ｃｒｉｔｉｃａｌ　Ｄｉｍｅｎｓｉｏｎ）」）とも呼ばれる。
「構造位置」とは、ウェーハ上に生成された構造の空間的位置または位置を意味すると理
解され、所望の構造位置からの対応するずれは、「オーバーレイ誤差」とも呼ばれる。
　以降では、最初に、図１～図４および図１８を参照して構造サイズを変更するための本
発明の可能な実施形態に関する説明がなされるのに対して、構造位置を変更するための実
施形態は、図５～図７を参照して説明される。
　さらに、図８～図１４を参照して構造サイズを決定するための実施形態に関する説明が
なされるのに対して、構造位置を決定するための実施形態は、図１５～図１７を参照して
説明される。
【００１９】
　最初に、実際の露光プロセスに続くウェーハまたはフォトレジストの後処理による、本
発明による構造サイズの変更に関する限り、図１による第１の実施形態において、対応す
る噴霧装置１１（酸を使うための）および／または噴霧装置１２（酸スカベンジャーを使
うための）を用いて、ウェーハＷまたはフォトレジスト上に（遊離水素イオンの濃度を増
加させるために）酸をおよび／または（遊離水素イオンの濃度を減少させるために）酸ス
カベンジャー（「塩基クエンチャ（Ｂａｓｅ　Ｑｕｅｎｃｈｅｒｓ）」）を噴霧すること
によって、フォトレジスト中に存在する遊離水素イオンに直接影響を及ぼすことが可能で
ある。図１では、「Ｓ」は、走査方向を示し、「ＣＳ」は、ウェーハ平面内でこれに垂直
に延びる方向（「クロス走査方向（Ｃｒｏｓｓ－Ｓｃａｎｎｉｎｇ　Ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ
）」）を示す。
　この場合、それ自体知られているやり方で、上述の酸スカベンジャーまたは「塩基クエ
ンチャ」は、遊離水素イオンに不可逆的に結合する性質を有し、その結果、フォトレジス
トのしきい値依存の挙動（遊離水素イオンが、特定の光線量を上回る場合にのみ化学反応
に利用可能であるという趣旨で）が達成される。酸スカベンジャーは、特に塩基が酸と結
合して塩を形成することができるため、塩基とすることができる。
【００２０】
　図１に従って可能である酸および酸スカベンジャーの両方の添加は、利用可能な遊離水
素イオンの数をここでは任意に増加または減少させることを可能とし、これは、ポリマー
の切断速度、したがってその後の化学現像中の可溶性にとって究極的に重要である。この
場合、既に導入部分で述べた後続の「ベーキング処理」（「露光後ベーク」）中のいわゆ
るポジ型レジスト（ｐｏｓｉｔｉｖｅ　ｒｅｓｉｓｔ）中の遊離水素イオンの数の増加は
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、結果としてフォトレジスト中に存在するポリマーの切断速度の増加をもたらし、したが
って、究極的に、フォトレジストの可溶性の増大をもたらすが、遊離水素イオンの数の減
少は、逆の効果を引き起こす。いわゆるネガ型レジスト（ｎｅｇａｔｉｖｅ　ｒｅｓｉｓ
ｔ）については、遊離水素イオンの数とフォトレジストの可溶性との間の関係は、ポジ型
レジストのそれと正反対である。
　さらなる実施形態では、構造サイズの変更のために、投影露光装置の動作波長から逸脱
する波長でフォトレジストの後露光を実施することも可能である。これは、従来のフォト
レジスト材料が一般により広い波長領域にわたって敏感であるという事実を利用すること
ができ、その結果、投影露光装置の動作波長を逸脱する波長を有する光さえも露光後に使
用することができる。
【００２１】
　単に一例として、発光ダイオード（ＬＥＤ）３１の配置は、図３に従って使用可能であ
る。既に露光されたウェーハＷをそのようなＬＥＤを使用して照射することは、図２に示
されるように、酸濃度の関連する位置依存性曲線が上方にまたはより高い酸濃度値に向か
ってシフトするという効果を有し、その結果、曲線「Ｂ」（「後露光の前」）と「Ａ」（
「後露光の後」）の定性的な比較によって示されるように、いずれの場合もマイクロリソ
グラフィ的に印刷された構造の構造サイズの変更がレジストしきい値が変わらないままで
あるために達成される。ここで、本実施形態によると、構造サイズの変更は、いずれの場
合もポジ型レジストを使用するかネガ型レジストを使用するかに応じて、「一方向にのみ
」（すなわち増加の意味でのみ、または減少の意味でのみ）行われ得ることを考慮に入れ
るべきである。したがって、本手法では、投影露光装置によって生成される実際の放射線
量が常に目標線量を下回ることが確実になるように注意すべきであるのが好ましい。
　明示的には示されていないさらなる実施形態によると、図３による発光ダイオード３１
は、図１に従って酸スカベンジャーを供出する噴霧装置１２と組み合わせることができ、
それによって、酸濃度を「両方向に」変更することが可能になる。
【００２２】
　最も広く使用されているフォトレジストは、動作波長を有するフォトンの吸収が、この
動作波長とは異なるある特定の第１の波長領域のフォトンの吸収と同様に、結果として酸
生成をもたらす前述のタイプのフォトレジストである。米国特許出願公開第２０１６／０
０４８０８０号は、実際の意味でのフォトレジストだけでなく、光に反応することができ
るさらなる物質を含む層をウェーハＷ上につけることを開示している。
　前記層は、特に、露光下で酸スカベンジャーを遊離する物質（光破壊性塩基（ｐｈｏｔ
ｏｄｅｓｔｒｕｃｔｉｖｅ　ｂａｓｅ））、すなわち特に塩基（ｂａｓｅ）を含有するこ
とができる。前記物質は、特に、実際のフォトレジストが露光時に遊離酸を放出しない第
２の波長領域において敏感であってもよい。
　図１８に示すさらなる実施形態によると、このタイプの層が設けられたウェーハＷは、
第１の波長領域からの放射を放出する第１の発光ダイオード３２によって照射され、その
結果、遊離酸が生成され得て、第２の波長領域からの放射を放出する第２の発光ダイオー
ド３３によって照射され、その結果、酸スカベンジャーが生成される。
【００２３】
　さらなる実施形態によると、ウェーハＷにつけられた層は、光増感体前駆体（ｐｈｏｔ
ｏｓｅｎｓｉｔｉｚｅｒ　ｐｒｅｃｕｒｓｏｒ）を含有することができる。光増感体（ｐ
ｈｏｔｏｓｅｎｓｉｔｉｚｅｒ）は、米国特許出願公開第２０１６／００４８０８０号か
ら知られている。第１の動作波長を有する放射で露光すると、光増感体前駆体は、クリー
ブ（ｃｌｅａｖｅ）されて光増感体を形成する。続いて第３の波長領域の放射光で照射す
ると、光増感体（光増感体前駆体ではなく）は、遊離酸の生成をもたらす。したがって、
生成される酸の局所的な密度は、動作波長の強度に第３の波長領域の強度を掛けたものに
比例する。図３による一実施形態では、ウェーハＷ上の層が光増感体前駆体を含む場合は
、発光ダイオード３１は、そのような第３の波長領域の放射を放出することができる。
【００２４】
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　図４に概略的に示すさらなる実施形態によると、構造サイズの影響は、後続のベーキン
グプロセス（「霧光後ベーク」）中に設定される温度を変えることによって達成すること
もできる。本手法は、ここで効果的な遊離水素イオンの結果として後続のベーキングプロ
セス中に得られる効果またはポリマー切断速度が、温度依存性がある（ｔｅｍｐｅｒａｔ
ｕｒｅ－ｄｅｐｅｎｄｅｎｔ）という状況を考慮することができる。図４によると、全体
的な温度オフセットは、フェーズ（ｐｈａｓｅ）４５を使用して設定することができ、赤
外線照明素子４１を使用して、フォトレジスト上に局所的な温度差を設定することが可能
である。赤外線照明素子４１は、特に、個々の赤外線源の二次元マトリックス状配置を含
むことができる。さらなる実施形態では、赤外放射を１つの空間的な方向にまたは一次元
に偏向させる装置と併せて一次元配列の赤外線源を使用すること、さもなければ赤外線ビ
ームを２つの相互に垂直な空間的な方向にまたは二次元に偏向させる装置と併せて実質的
に点タイプの赤外線源を使用することも可能である。
　赤外線照明素子４１によって放出される放射のための一次元および／または二次元の偏
向装置を使用する代わりに、ウェーハＷ上の放射の衝突位置の変更は、ウェーハＷを赤外
線照明素子に対して適切に移動させることによっても達成することができる。
　構造位置を変更するための（すなわち、起こり得るオーバーレイ誤差を排除するための
）様々な実施形態が、図５～図７を参照して以下で説明される。これらの実施形態は、原
則として、それぞれの構造の重心が変位する好ましい方向が原則として構造位置を変更す
るために区別されるという点で、図１～図４を参照して上述された構造サイズを変更する
ための手段とは異なる。
【００２５】
　図５によると、この目的のために、それ自体知られているやり方で、それぞれの表面に
向けられたイオンの斜め衝突が、関連する構造の側壁から離れた目標とするエッチングを
もたらす（構造の重心の変位または「移動」を伴う）エッチングプロセスを使用すること
が可能である。ウェーハＷの領域内での構造位置の所望の変更に応じて、エッチングに使
用されるイオンは、適合させた所定の角度で前記領域に衝突する。図５ａ～図５ｃによる
と、この場合、互いに異なる入射角でエッチングされることが意図されたウェーハＷの領
域は、時間的にも連続して（すなわち、時間ｔ1、ｔ2、およびｔ3の異なる時点でそれぞ
れ）エッチングされ得る。
　エッチングプロセスに起因してさらに起こる可能性のある構造のサイズの変更は、図１
～図４を参照して上述した方法のうちの１つを用いて補正することができる。
【００２６】
　さらなる実施形態では、構造位置を変更するために、規定の力を発生させることによっ
て内部に構造の変位が生成されることと併せてフォトレジストの加熱を行うことも可能で
あり、フォトレジストをそのフロー温度（ｆｌｏｗ　ｔｅｍｐｅｒａｔｕｒｅ）（例えば
、約１２０℃の大きさであってもよい）を超えて加熱することによってフォトレジストの
流動が引き起こされている間に、この流動の非対称性をウェーハ表面に平行に作用する力
によって達成することができる。この最後のことは、図６ａ～図６ｄに単に概略的に示さ
れているように、例えば、ウェーハを繰返し軸外回転させることによって（いずれの場合
も、接続軸「ウェーハ回転軸」に対してウェーハの異なる向きで）達成することができる
（ここでは、ウェーハのそれぞれの向きは、文字「Ａ」の向きによって示されている）。
各回転中に（いずれの場合も、接続軸「ウェーハ回転軸」に対してウェーハの所定の向き
で）、特定の方向への関連する構造の変位を達成することが可能であり、この移動の程度
は、フォトレジストの温度によって決定することができ、前記温度は、位置に依存した加
熱によって局所的に設定することができる。図４と類似した配置を、再度この目的に使用
することができる。
【００２７】
　さらなる実施形態では、ウェーハ上に生成された構造位置の変位は、図３からの実施形
態と類似した装置を使用して、空間的に分解された後続のＩＲ照明によって行うこともで
き、ここでフォトレジストの流動の強度は、位置に依存するやり方で同様に変えることが
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できる。構造位置を変位させるために、これは、例えば、図６による実施形態に従って、
ウェーハＷの表面に対して接線方向成分を有する指向性のある力を押しつけることと組み
合わされなければならない。
【００２８】
　図７で単に概略的に示すさらなる実施形態によると、構造位置の位置依存性変位は、フ
ォトレジストが加熱される（本例では直線状の）領域７５によってフォトレジストの加熱
領域７５を、ウェーハを横切って特定の移動方向７１に移動させることによって時間的に
変化させることによっても達成することができる。
　露光されたウェーハ上の構造特性（すなわち、構造サイズおよび／または構造位置）の
ずれを補正する目的で、ウェーハの本発明による後処理を実現するための種々の実施形態
について上述したが、本発明の文脈では、最初に時間的に関連するずれの確認を行うこと
が必要である。
【００２９】
　この点で、様々な実施形態が図８～図１７を参照して以下に記載され、ここでもまた、
構造サイズまたはＣＤ誤差と、構造位置またはオーバーレイ誤差との間の区別がもう一度
なされる。具体的には、図８～図１４を参照して、構造サイズに関するずれを確認するた
めの実施形態についての説明が示され（このずれは、例えば、図１～図４の実施形態のう
ちの１つに従って補正することができる）、一方、図１５～図１７を参照して、構造位置
のずれを決定するための実施形態についての説明が示される（このずれは、例えば、図５
～図７の実施形態のうちの１つに従って補正することができる）。
　構造サイズに関してずれを最初に確認することに関する限り、これは、本発明に従って
、フォトレジスト中またはウェーハ上に生成された遊離水素イオンの濃度に基づいて行う
ことができる。構造サイズのための補正方法は、遊離水素イオンの数を変えるため、特に
、必要な補正は、この目的のためにウェーハ上の構造サイズを明確にする決定する必要な
しに、存在する水素イオンの実際の数を確認することによって直接決定され得る。
【００３０】
　遊離水素イオンの濃度は、例えば、フォトレジストのインピーダンスの変化の測定に基
づいて決定することができる。これは、露光中に生成される遊離水素イオンおよび／また
は酸がフォトレジストのインピーダンスを変えるという事実を利用することができ、局所
的な酸密度をこのインピーダンスの変化の測定から導き出すことができる。これに関して
は、刊行物C. M. Berger, J. D. Byers, and C. L. Henderson, J. Electrochem. Soc., 
151, G119 2004; C. M. Berger and C. L. Henderson, J. Vac. Sci. Technol. B, 22, 1
163 2004 and C. Berger and C. L. Henderson, Proc. SPIE, 5753, 1076 2005を参照す
る。
【００３１】
　さらなる実施形態では、関連するレジストパラメータ（すなわち、特に局所的な酸密度
および／または遊離水素原子の濃度）も赤外分光法を用いて確認することができる。いわ
ゆるフーリエ変換赤外線分光計（ＦＴＩＲ分光計）は、この場合に行われる視野の強度の
時間依存性の測定が、この変数を波長の関数として確認するよりももっと簡単に計測学的
に実施することができるため、ここでは特に適切である。
　さらなる実施形態では、フォトレジスト中に存在する遊離水素イオンの濃度の測定の代
わりに、この濃度の確立の原因、すなわち、照明ユニットまたは投影レンズ内に生成され
る強度分布または瞳充填（ｐｕｐｉｌ　ｆｉｌｌｉｎｇ）をそれぞれ確認することも可能
である。
【００３２】
　この目的のために、図８に従って、ＤＵＶ範囲の波長（例えば１９３ｎｍ）で動作する
ように設計されたシステムでは、局所的な照明線量は、穴あき（ｐｅｒｆｏｒａｔｅｄ）
ミラーを用いて結合出力されている比較的小さな割合の電磁放射によって確認することが
できる。そのようなミラーは、図８の「８１」で示され、ここでは、単に簡略化されたや
り方で、１つのレンズ要素８３および８４のみが、いずれの場合も穴あきミラー８１の上
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流および下流の光の伝搬方向にそれぞれ描かれている。図８において、「８２」は、穴あ
きミラー８１を介して結合出力された放射光のエネルギーを測定するためのエネルギーセ
ンサを示す。部分的に透過性のミラー（原則として同様に使用可能）と比較すると、穴あ
きミラー８１の使用は、電磁放射に使用される分割比の長期的な不変性がより大きいとい
う利点を有する。
　次いで、穴あきミラー８１の機能性（光源の線量制御についてそれ自体は既に知られて
いる）は、レチクルにおける照明の位置依存性を計算することができるように、強度の空
間的に分解された測定という意味で本発明に従って拡張することができる。ここで、セン
サ８２は、総照明線量、すなわちセンサ全体にわたって積分された線量に加えて、位置依
存性線量も決定することができるように構成されるべきである。総照明線量は、光源パワ
ーの再調整に使用されるため、比較的迅速に決定可能でなければならないが、空間分解測
定は、光源パワーの再調整には役立たないため、比較的ゆっくり（例えば、１秒以上の時
間スケールで）行うことができる。
【００３３】
　図９は、２つの別々の測定装置がこの目的に使用されるという趣旨で、２つの測定の異
なる時間スケールが使用される構成を概略図で示す。レチクルＲにおける照明の位置依存
性は、適切な時間間隔でレチクルの近くのビーム経路に導入されたエネルギーまたは強度
センサ９６を使用して決定される。図８と類似した穴あきミラーは、図９の「９１」で示
されおり、ここでは単に簡略化されたやり方で、単にそれぞれ、１つのレンズ要素９３が
穴あきミラー９１の上流の光の伝搬方向に描かれ、レンズ要素９４、偏向ミラー９５およ
びさらなるレンズ要素９７が穴あきミラー９１の下流に描かれている。「９２」は、穴あ
きミラー９１を介して結合出力された放射のエネルギーの（連続的かつ位置に依存しない
）測定のためのエネルギーセンサを示す。
　さらなる実施形態では、レチクル照明の位置依存性に関する必要な情報は、ＥＵＶで動
作するように設計された投影露光装置において決定することもでき、この実施形態に関し
ては、図１０～図１２を参照して以下に記載される。
【００３４】
　原則として、照明ユニット内で生成された強度プロファイルの測定は、この目的のため
に時々行うことができる。図１０によると、この目的のために、例えば、照明ユニット内
に設けられた、多数の互いに独立して調整可能なミラー要素１０１からなるミラー構成で
は、前記ミラー要素の中からの個々のミラー要素を、適切に配置されたエネルギーセンサ
を照明するために使用することができる。特に、レチクルＲの位置依存性照明に対する光
源の変動の影響を、このようにして決定することができる。さらなる実施形態では、図１
１に従って、個々の視野ファセット（ｆｉｅｌｄ　ｆａｃｅｔｓ）１１１および／または
瞳ファセット（ｐｕｐｉｌ　ｆａｃｅｔｓ）１１２の放射は、対応して空間的に分解され
た強度データを得るために、光強度を測定するための、レチクルＲから離間されたセンサ
１１３に向けることができる。この場合、図１１では、光源と照明ユニットとの間の中間
焦点が「ＩＦ」で示されている。
【００３５】
　図１２によると、さらなる実施形態では、電磁照明放射の一部は、それ自体知られてい
るユニット１２１を用いて結合出力され、センサに送ることができ、このユニットは、近
視野平面（ｎｅａｒ－ｆｉｅｌｄ　ｐｌａｎｅ）内で互いに無関係にビーム経路に選択的
に挿入可能な実質的にロッド状の要素を含む。図１３は、前記ユニット１２１の平面図を
示し、このユニット１２１は、走査方向に対して横方向に延びる、「ＣＳ」で示される方
向に沿って空間分解強度測定を実現するために使用することができる。図１２では、レチ
クルＲに向けられた光線は、「Ａ１」および「Ａ２」でそれぞれ示され、レチクルＲで反
射された光線は、「Ｂ１」および「Ｂ２」でそれぞれ示され、センサ（図示せず）の方向
に結合出力された光線は、「Ｃ１」で示されている。
　図１４は、ＥＵＶ範囲で動作するように設計された投影露光装置の投影レンズの透過変
動を確認するための構成を単に概略的に示しており、前記構成も本発明による方法におい
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て同様に使用可能である。図１４によると、光線は、最初にミラー１４２～１４５を介し
て投影レンズを通過して、ウェーハＷに隣接して配置された格子１４６まで達し、前記格
子１４６からレチクルＲに隣接して配置されたセンサ１４１に戻る。前記センサ１４１は
、投影レンズ内で生じる光線減衰を測定することができ、そこから投影レンズ内のガス圧
に関する情報を導き出すことが可能である。
【００３６】
　図１５～図１７は、構造位置のずれおよび／またはオーバーレイ誤差を確認するための
様々な実施形態を説明するための概略図を示す。原則として、ウェーハ上で直接行われる
測定を用いてオーバーレイ誤差を決定することが可能であるが、関連する構造位置および
／またはオーバーレイ誤差の原因の調査は、設計の複雑さの簡易化を求める目的で、代わ
りに本発明による実施形態において行われる。これは、具体的には、瞳特性、特にテレセ
ントリック特性（ｔｅｌｅｃｅｎｔｒｉｃｉｔｙ　ｐｒｏｐｅｒｔｙ）を決定することを
含む。露光前のウェーハの測定と、露光中に露光される前記ウェーハの表面に垂線な方向
へのウェーハの追跡とに基づいて典型的には存在する現在の焦点ずれに関する情報と共に
、構造位置特性を瞳特性から決定することができる。
　原則として、この目的のために、ＤＵＶ範囲（例えば約１９３ｎｍの波長）で動作する
ように設計されたシステムでは、図８および図９と同様に穴あきミラーを再び使用するこ
とが可能であり、ここでは強度情報は、視野平面に対して（すなわちレチクルに対して共
役的に）ではなく、瞳平面に対して導き出される。
【００３７】
　さらに、図１５で概略的に示されているような空間的に分解されたテレセントリック測
定のための構成では、光は、図１３と同様に構成された、実質的にロッド状の要素からな
る装置１５１によって結合出力され得て、これらのロッド状の要素は、互いに無関係にビ
ーム経路に選択的に挿入可能であり、レチクル平面に対して共役である視野平面のすぐ上
流の光の伝搬方向に対して変位可能に配置されている。「１５２」は、レチクルマスキン
グシステムのＲＥＭＡ絞りを示す。「Ｅ１」および「Ｅ２」で示される光線は、それぞれ
、図１５に従って測定ユニット（図示せず）に進む。
　図１６に概略的に示すさらなる実施形態によると、ＤＵＶ範囲の波長用に設計された投
影露光装置においても、テレセントリック性（ｔｅｌｅｃｅｎｔｒｉｃｉｔｙ）の決定（
ここでは空間的に分解されない）を実現するために、瞳平面ＰＰまたはそこに配置された
視野規定要素（ｆｉｅｌｄ　ｄｅｆｉｎｉｎｇ　ｅｌｅｍｅｎｔ）１６２の近くに位置す
る拡散板１６１を介して、光を瞳測定用のカメラベースのセンサ（図示せず）に向けるこ
とができる。拡散板を使用する代わりに、瞳平面ＰＰの近くに配置された光学部品での照
明光の反射を使用することも可能である。
【００３８】
　図１７は、ＥＵＶで動作するように設計された投影露光装置の照明ユニットの一実施形
態を単に概略的に示し、ここでは中間焦点は、「ＩＦ」で示され、視野ファセットミラー
は、「１７１」で示され、瞳ファセットミラーは、「１７２」で示されている。電磁放射
は、瞳ファセットミラー１７２への著しい熱入力をもたらし、これは、サーマルイメージ
ングカメラ１７３を使用して観察または検出することができる。他の実施形態では、冷却
装置によって放散される熱量も評価することができる。瞳ファセットミラー１７２上の異
なる位置で放散される熱量および／または偏向される放射を比較することによって、瞳フ
ァセットミラー１７２上の入熱の重心の位置、したがって照明瞳の重心および／または照
明瞳のテレセントリック性の大きさを確認することが可能である。
　図１９および図２０は、マイクロリソグラフィ投影露光装置の異なる実施形態の概略図
を示す。
　最初に、図１９は、ＥＵＶで動作するように設計されており、例えば、本発明を実現す
ることができる投影露光装置１００の概略図を示す。
【００３９】
　図１９によると、投影露光装置１００の照明ユニットは、視野ファセットミラー１０３



(14) JP 6989602 B2 2022.1.5

10

20

30

および瞳ファセットミラー１０４を備える。本例ではＥＵＶ光源（プラズマ光源）１０１
および集光ミラー（ｃｏｌｌｅｃｔｏｒ　ｍｉｒｒｏｒ）１０２を備える光源ユニットか
らの光は、視野ファセットミラー１０３に向けられている。第１の望遠鏡（ｔｅｌｅｓｃ
ｏｐｅ）ミラー１０５および第２の望遠鏡ミラー１０６は、瞳ファセットミラー１０４の
下流の光路に配置されている。偏向ミラー１０７が光路の下流に配置され、このミラーに
入射する放射を、６つのミラー１２１～１２６を含む投影レンズの物体平面内の物体視野
（ｏｂｊｅｃｔ　ｆｉｅｌｄ）に向ける。マスクステージ１３０上の反射性の構造担持マ
スク１３１は、物体視野の位置に配置され、前記マスクは、投影レンズを用いて像平面に
結像され、前記像平面には、感光層（フォトレジスト）で被覆された基板１４１がウェー
ハステージ１４０上に位置する。
　図２０は、ＤＵＶ範囲（例えば約１９３ｎｍ）の波長で動作するように設計され、照明
ユニット２０１および投影レンズ２０８を同様に備えるマイクロリソグラフィ投影露光装
置２００のさらなる可能な構成の概略図を示す。
【００４０】
　照明ユニット２０１は、光源２０２と、レンズ要素２０３、２０４および絞り２０５に
よって非常に簡略化されたやり方で表象された照明光学ユニットとを備える。図示する例
では、投影露光装置２００の動作波長は、１９３ｎｍであり、光源２０２としてＡｒＦエ
キシマレーザを使用している。しかしながら、動作波長は、例えば、光源２０２としてＫ
ｒＦエキシマレーザの使用による２４８ｎｍ、またはＦ2レーザの使用による１５７ｎｍ
とすることもできる。照明ユニット２０１と投影レンズ２０８との間で、マスク２０７が
投影レンズ２０８の物体平面ＯＰに配置され、前記マスクは、マスク保持具２０６によっ
てビーム経路内に保持されている。マスク２０７は、マイクロメートルからナノメートル
の範囲の構造を有し、この構造は、例えば、投影レンズ２０８によって、そのサイズが４
または５分の１に縮小されて、投影レンズ２０８の像平面ＩＰ上に結像される。投影レン
ズ２０８は、レンズ要素２０９～２１２によって非常に簡略化されたやり方で同様に単に
表象された、光軸ＯＡが規定されたレンズ要素配置を含む。基板ホルダー２１８によって
位置決めされ、感光層２１５またはウェーハが設けられた基板２１６が投影レンズ２０８
の像平面ＩＰに保持されている。例えば、脱イオン水（ｄｅｉｏｎｉｚｅｄ　ｗａｔｅｒ
）であってもよい液浸媒体２５０は、投影レンズ２０８の像平面側の最後の光学素子２２
０と感光層２１５との間に位置している。
【００４１】
　本発明は、特定の実施形態に基づいて説明されているが、例えば、個々の実施形態の特
徴の組合せおよび／または交換を通して当業者には多数の変形形態および代替実施形態が
明らかである。したがって、当業者にとって、そのような変形形態および代替実施形態が
本発明に付随して包含され、本発明の範囲が添付の特許請求の範囲およびその均等物の意
味の範囲内にのみ限定されることは言うまでもない。
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】
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【図５ａ）】 【図５ｂ）】

【図５ｃ）】 【図６ａ）】
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【図６ｂ）】 【図６ｃ）】

【図６ｄ）】 【図７】
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【図８】 【図９】

【図１０】 【図１１】
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【図１２】 【図１３】

【図１４】 【図１５】
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【図１６】 【図１７】

【図１８】 【図１９】
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【図２０】
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